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研究会で当面整理すべき論点（案）

１．現在社会の状況の中での幼児教育の必要性

２．諸外国と我が国の状況との比較・整理、地方公共団体
の取組や課題

３．幼児教育の無償化の意義、基本的枠組
・幼児教育の無償化を導入する意義（教育的な意義、少

子化対策としての意義）
・対象とする範囲（年齢、施設類型、教育内容など）や

制度の在り方

４．幼児教育の無償化の実施に関する具体的課題の整理
・無償化の財源の問題
・財源上の制約がある場合の対応
・幼児教育の質を確保するための方策 等

幼児教育の無償化について

文部科学省においては、幼児教育の無償化について総合的に検討するため、平成２０年５月に「今後の
幼児教育の振興方策に関する研究会」（座長：無藤隆白梅学園大学教授）を立ち上げ、諸外国の取組状況
や財源、制度等について調査・検討を行っているところ。

今後の幼児教育の振興方策に関する研究会 委員名簿

秋田 喜代美 東京大学大学院教育学研究科教授

稲毛 律夫 東京都江戸川区子ども家庭部長

岩立 京子 東京学芸大学教育学部教授

岩渕 勝好 東北福祉大学教授

大竹 文雄 大阪大学社会経済研究所教授

柏女 霊峰 淑徳大学社会学部教授

佐藤 津矢子 高知県教育委員会子育て・親育ち推進監

無藤 隆 白梅学園大学子ども学部教授

森上 史朗 子どもと保育総合研究所代表

オブザーバー：厚生労働省保育課長

副座長

座長

経済財政改革の基本方針２００８経済財政改革の基本方針２００８ （平成２０年６月２７日閣議決定）（平成２０年６月２７日閣議決定）

○幼児教育の将来の無償化について、歳入改革にあわせて財源、制度等の問題を総合的に検
討しつつ、当面、就学前教育についての保護者負担の軽減策を充実するなど、幼児教育の
振興を図る。

※「教育振興基本計画」（平成20年７月１日閣議決定）、「社会保障の機能強化のための緊急対策～５つの安心プラン
～」（平成２０年７月２９日）にも同様の記載あり。

第２３回社会保障審議会

少子化対策特別部会

平成２１年５月１９日
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【第１回】平成２０年５月２０日（火）１７：００～１９：００

○ 幼児教育の現状等について

【第２回】平成２０年６月１２日（木）１７：００～１９：００

○ 諸外国における幼児教育の状況等について

【第３回】平成２０年７月１８日（金）１４：００～１６：００

○ 諸外国における幼児教育の状況等について

○ 我が国における教育費負担や少子化対策

等を巡る取組について

【第４回】平成２０年８月２１日（木）１３：００～１５：００

○ 就学前教育の効果に関する最近の研究

（大竹委員からのプレゼン）

○ 幼児教育・保育の質の維持・向上

（森上委員からのプレゼン）

【第５回】平成２０年９月２９日（月）１３：００～１５：００

○ 幼児教育・保育の質について

○ これまでの主な意見の整理

【第６回】平成２０年１１月１１日（火）１０：００～１２：００

○ 脳科学が幼児教育に示唆するもの

（理化学研究所脳科学センター

津本グループリーダーからのプレゼン）

○ 乳幼児期の教育・保育制度のあり方

（日本総研株式会社

池本主任研究員からのプレゼン）

○ 主な意見の整理と今後の進め方について

【第７回】平成２１年３月３日（火）１５：００～１７：００

○ 関係団体からのヒアリング

（全日本私立幼稚園連合会 北條専務理事）

（全国国公立幼稚園長会 岡上会長）

【第８回】平成２１年３月３０日（月）１３：００～１５：００

○ 無償化の論点について

【第９回】平成２１年５月１８日（月）１０：００～１２：００

○ 中間報告書（案）について

「今後の幼児教育の振興方策に関する研究会」開催経緯



3

１．無償化の意義及び必要性・重要性１．無償化の意義及び必要性・重要性

幼児教育に関しては近年、①その重要性に関す

る認識が高まってきている、②実証研究や脳科学

研究から教育的・社会経済的効果が明らかになっ

た、③少子化対策としても経済的負担の軽減が求

められている、④諸外国も無償化の取組を進めて

いることなどから、幼児教育の無償化は国家戦略

上の喫緊の課題。

２．対象者２．対象者

無償化の対象としては、幼児期にふさわしい教

育が制度的に担保されていることが必要。①幼稚

園、②認定こども園、③認可「保育所」に在籍す

る３～５歳児を対象とすることが基本。なお、保

育所等については、まずは保育制度改革の議論の

中で検討されることが適当。

３．無償化の仕組み３．無償化の仕組み（幼稚園及び認定こども園）

現行の私学助成（機関補助）と幼稚園就園奨励

費補助制度（個人給付であるが、幼稚園が代理受

領）の二本立てを前提とした上で、幼稚園就園奨

励費補助制度を拡充した個人給付制度により実現。

また、制度の確実かつ安定的な実施の観点から、

法制度化（市町村に対する支給の義務付け及び国

の負担の明確化など）を含めて検討。

４．無償化に関連する課題４．無償化に関連する課題

（ア）教育の質の維持・向上について（ア）教育の質の維持・向上について

学校評価の取組の強化など、質の向上のための

更なる取組の推進に努めるべき。

（イ）義務教育化について（イ）義務教育化について

現状では国民的な合意が得られているとは言い

難く、今後の国民的な議論等を踏まえて検討して

いくべき。

（ウ）行政による幼児教育の提供の責務について（ウ）行政による幼児教育の提供の責務について

地域の実情に応じて、幼児教育が提供される環

境の整備に努めることが必要。

５．財源５．財源 （幼稚園・保育所合わせて７，９００億円）

幼児教育の無償化は、少子化対策上の重要な施

策の一つであることから、平成２０年１２月に閣

議決定された「中期プログラム」における少子化

対策として位置付け、安定財源を確保した上で実

施することが適当。

６．制度化の時期６．制度化の時期

税制の抜本改革を行うための法制上の措置を講

ずる時期及び保育制度改革の時期の動向等を勘案

しながら、検討すべき。

中間報告の概要
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諸外国における幼児教育の無償化に係る動き諸外国における幼児教育の無償化に係る動き

・ ５歳児に対する幼児教育・保育の無償化の段階的実施が法定化されている。
（1999年より低所得者層から順次拡大中。現在、5歳児の約30%が無償。）

・ ６歳から初等学校に入学し、義務教育となる。

韓国

【連邦制のため、制度の在り方は州により異なる】

・ ３～５歳児を対象とした幼稚園は、基本的に有償。
2007年までに、４つの州・市で５歳児より無償化を導入。

・ ６歳から基礎学校に入学し、義務教育となる。

ドイツ

【連邦制のため、制度の在り方は州により異なる】

・ 主に５歳児を対象とする公立小学校付設の幼稚園は、無償。

・ 通常は６歳から小学校に入学し、義務教育となるが、一部の州では５歳児を
義務化。

アメリカ

・ 主に３～５歳児を対象とした幼稚園は、９９％が公立であり、無償。

・ ６歳から小学校に入学し、義務教育となる。

フランス

・ 2004年までに全ての３～４歳児に対する幼児教育の無償化を実現。
（現在、「週12.5時間（2.5時間×5日)、年38週分」が無償で、2010年までに「週15時間、年38週分」を無償に。）

・ ５歳から初等学校に入学し、義務教育となる。

イギリス

制度の概要国名
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・ 主に３～５歳児を対象とした幼稚園は、９９％が公立であり、無償。

・ ６歳から小学校に入学し、義務教育となる。
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・ 2004年までに全ての３～４歳児に対する幼児教育の無償化を実現。
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・ ５歳から初等学校に入学し、義務教育となる。

イギリス

制度の概要国名

ペリー就学前実験における４０歳での主な結果ペリー就学前実験における４０歳での主な結果
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Source; Schweinhart, L. and J. montie (2004), "Significant Benefits: The High/Scope Perry,

 Pre-school Study thorough Age 40",High/Scope Educational Research Foundation
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実験を実施したグループ
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子育て家庭に対するアンケート調査結果子育て家庭に対するアンケート調査結果
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％

子どものいる20～49歳の女性のうち、少

子化対策として「経済的支援措置」が重要
だと考える人の７割が「幼稚園費等の軽
減」を望んでいる。

Ｑ あなたは、少子化対策としての経済的支援措置とし
て、具体的にどのようなものが望ましいと思いますか。
（経済的支援措置が重要だと考える人に対する質問）

出典：内閣府「少子化社会対策に関する子育て女性の意識調査」（平成１７年３月）

Ｑ 負担感を感じる具体的な内容 （複数回答）

子どもが幼稚園に通う世帯においては、
子育て費用の負担感の内容として、 ６割

以上が「保育所や幼稚園にかかる経費」
をあげている。
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出典：厚生労働省「２１世紀出生児縦断調査」（平成１７年度）

教育基本法の改正教育基本法の改正

○教育基本法（抄）
（幼児期の教育）
第十一条 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を
培う重要なものであることにかんがみ、国及び地方公共団体
は、幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その他適
当な方法によって、その振興に努めなければならない。
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幼稚園に係る無償化の財政フレーム図幼稚園に係る無償化の財政フレーム図
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※１ 平成２１年度幼稚園就園奨励費補助金、私学助成の政府予算ベースで推計したもの。施設整備費を除く。
※２ 公立幼稚園の経常的経費は地方交付税措置額であり、就園奨励費の地方交付税措置分が含まれている。

また、現行で公立に支給されている就園奨励費４億円は本図では省略。
※３ 私学助成の都道府県分は地方交付税措置額である。

無償化の実施スキーム（私立幼稚園の場合）無償化の実施スキーム（私立幼稚園の場合）

市町村

保護者

都道府県

幼稚園 ※２

①入園申込

②幼児教育の提供

国

④支給決定

費用の補助

私学助成

幼稚園認可、指導監督

私学助成
（経常費、預かり保育等）

⑤費用支払※１

（施設による
代理受領）

③申請
（施設による代理申請可）

※１ 入園料及び保育料の全国的な平均額を基準とする。
なお、施設によっては保護者からの追加徴収を可能とする方向で検討。

※２ 認定こども園の幼稚園機能部分については、幼稚園に準じて、無償化の対象とする方向で検討。
※３ 市町村に対する支給の義務付け及び国の負担の明確化など、法制度化を含め、検討。

無償化に要する追加公費（平成２１年度ベース）無償化に要する追加公費（平成２１年度ベース）

７，９００５，６００２，３００計

４，４００２，３００２，０００保育所

３，５００３，３００２００幼稚園

計私立公立

７，９００５，６００２，３００計

４，４００２，３００２，０００保育所

３，５００３，３００２００幼稚園

計私立公立

単位：億円

※１ 平成２１年度の政府予算ベースで推計したもの。
※２ 幼稚園・保育所に通園する３～５歳児の全員を無償化する場合。
※３ 幼稚園は幼稚園教育要領に定める幼児教育を実施するために必要となる４時間相当の本体的な教育のための経

費、保育所は児童福祉施設最低基準で定められた８時間の保育のための経費を前提とした数値。
※４ 認定こども園の幼稚園機能部分については、この試算では含まれていない。
※５ 四捨五入の関係で、合計が合わない場合がある。

Education at a Glance 2008, OECD Indicatorsのデータより作成。2005年ベース。

ＯＥＣＤ諸国（数値不明の４か国を除く）２６か国中日本は２４位

就学前教育費の公費負担割合（収入ベース）就学前教育費の公費負担割合（収入ベース）


